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藤巻 健史（維新） 山本 一太（自民） 中山 恭子（次代）理 事
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（26.10.14 現在）伊達 忠一（自民） 大塚 耕平（民主）

（１）審議概観

第187回国会において本委員会に付託さ

れた法律案は、内閣提出２件及び本院議

員提出１件の合計３件であり、そのうち

内閣提出２件はいずれも可決し、本院議

員提出１件は審査未了となった。

また、本委員会付託の請願21種類96件

は、衆議院解散のため、審査未了となっ

た。

１

〔法律案の審査〕

関税暫定措置法の一部を改正する法律

は、日本とオーストラリアとの間の経案

、済連携協定の適確な実施を確保するため

オーストラリア産牛肉に係る特別セーフ

ガード措置の導入、オーストラリア産飼

料用麦の関税撤廃に伴う措置の導入及び

オーストラリアの原産品であることの確

認手続の整備等に関し、所要の改正を行

経済上のおうとするものである。また、

連携に関する日本国とオーストラリアと

の間の協定に基づく申告原産品に係る情

は、日本から報の提供等に関する法律案

オーストラリアに輸出された貨物につい

て、オーストラリア税関当局から、原産

国確認に必要な情報の提供等を求められ

た際に、適正かつ確実に対応するための

措置を講じようとするものである。

委員会においては、両法律案を一括し

て議題とし、輸入貨物がオーストラリア

産であることを確認する方法、オースト

ラリア産飼料用麦の食糧用への横流れ防

止措置、不正薬物の水際取締り強化の必

要性等について質疑が行われ、いずれも

多数をもって可決された。なお、両法律

案に対し附帯決議が付された。

インターネット等を通じて国外から行

われる役務の提供に対する消費税課税の

は、適正化のための措置に関する法律案

インターネット等を通じて国外から行わ

れる役務の提供に関し、経済活動に対す

る中立性及び我が国の課税権を確保する

等の観点から、消費税制度における役務

の提供が国内において行われたかどうか

の判定に係る基準について、必要な見直

し等を行うものである。

委員会においては、発議者より趣旨説

明を聴取した後、参考人質疑を行うとと

もに、発議者に対し質疑を行ったが、審

査未了となった。

１



〔国政調査〕

、企業負担の実態を踏まえた10月16日

法人実効税率引下げに関する議論の必要

性、日銀による国債買入れの継続により

ハイパーインフレを招く可能性、アベノ

、ミクスの効果検証と今後の経済財政運営

法人事業税における外形標準課税の対象

が中小企業に拡大されることへの懸念等

について質疑を行った。

10月28日 日本銀行法第54条第１項の、

規定に基づく通貨及び金融の調節に関す

（平成25年６月14日提出）につる報告書

いて、黒田日本銀行総裁より説明を聴取

した後、短期国債の入札において平均落

札利回りがマイナスとなった要因、２％

の「物価安定の目標」の達成期間（２年

程度）の示す時期が曖昧であることの問

題点、白川前日銀総裁と黒田日銀総裁の

金融政策運営への姿勢の差異、量的・質

的金融緩和の出口戦略に関して日銀が説

明責任を果たす必要性等について質疑を

行った。

11月13日 金融機能の再生のための緊、

急措置に関する法律第５条の規定に基づ

く破綻金融機関の処理のために講じた措

平成25年12月13置の内容等に関する報告（

日提出）について、麻生内閣府特命担当

大臣から説明を聴取した後、同件、最近

における地方銀行再編の動きに対する金

融担当大臣の見解、厚生年金基金の運用

に関わる信託銀行及びファンドに対する

検査・監督の在り方、消費税率10％への

引上げの有無を判断する時期、第一生命

保険の保険金不払についての不適切な取

扱いに対する金融庁の対応等について質

疑を行った。

（２）委員会経過

○平成26年10月14日(火)（第１回）

理事の辞任を許可し、補欠選任を行った。

財政及び金融等に関する調査を行うことを決

定した。

○平成26年10月16日(木)（第２回）

政府参考人の出席を求めることを決定した。

参考人の出席を求めることを決定した。

法人実効税率の引下げに関する件、自動車関

連税制の在り方に関する件、消費税率引上げ

の判断に関する件、量的・質的金融緩和に関

する件、インフラ整備の充実に関する件、今

後の経済財政政策の在り方に関する件、世界

経済の現状認識に関する件等について麻生国

務大臣、御法川財務副大臣、二之湯総務副大

臣、小泉内閣府大臣政務官、政府参考人、参

考人日本銀行総裁黒田東彦君及び同銀行副総

裁岩田規久男君に対し質疑を行った。

〔質疑者〕

大塚耕平君（民主 、礒 哲史君（民主 、） ）

風間直樹君（民主 、藤巻健史君（維新 、） ）

中山恭子君（次代 、西田昌司君（自民 、） ）

（ ）、 （ ）、中西健治君 みん 大門実紀史君 共産

西田実仁君（公明 、平野達男君（改革））

○平成26年10月28日(火)（第３回）

政府参考人の出席を求めることを決定した。

参考人の出席を求めることを決定した。

日本銀行法第54条第１項の規定に基づく通貨

及び金融の調節に関する報告書に関する件に

ついて参考人日本銀行総裁黒田東彦君から説

明を聴いた後、御法川財務副大臣、政府参考

人、参考人日本銀行総裁黒田東彦君、同銀行

副総裁岩田規久男君、同銀行理事雨宮正佳君

及び同銀行理事武田知久君に対し質疑を行っ

た。

〔質疑者〕

愛知治郎君（自民 、大久保勉君（民主 、） ）

西田実仁君（公明 、中西健治君（みん 、） ）

（ ）、 （ ）、藤巻健史君 維新 大門実紀史君 共産

中山恭子君（次代 、荒井広幸君（改革））

○平成26年11月６日(木)（第４回）



関税暫定措置法の一部を改正する法律案（閣

法第11号 （衆議院送付））

経済上の連携に関する日本国とオーストラリ

アとの間の協定に基づく申告原産品に係る情

報の提供等に関する法律案 閣法第12号 衆（ ）（

議院送付）

以上両案について麻生財務大臣から趣旨説明

を聴いた。

インターネット等を通じて国外から行われる

役務の提供に対する消費税課税の適正化のた

についめの措置に関する法律案（参第１号）

て発議者参議院議員大久保勉君から趣旨説明

を聴いた。

○平成26年11月11日(火)（第５回）

政府参考人の出席を求めることを決定した。

関税暫定措置法の一部を改正する法律案（閣

法第11号 （衆議院送付））

経済上の連携に関する日本国とオーストラリ

アとの間の協定に基づく申告原産品に係る情

報の提供等に関する法律案 閣法第12号 衆（ ）（

議院送付）

以上両案について麻生国務大臣、御法川財務

副大臣、 階厚生労働大臣政務官、宇都外務

大臣政務官及び政府参考人に対し質疑を行っ

た後、いずれも可決した。

〔質疑者〕

尾立源幸君（民主 、中西健治君（みん 、） ）

（ ）、 （ ）、藤巻健史君 維新 大門実紀史君 共産

中山恭子君（次代 、平野達男君（改革））

（閣法第11号）

、 、 、 、 、賛成会派 自民 民主 公明 みん 維新

次代、改革

反対会派 共産

（閣法第12号）

、 、 、 、 、賛成会派 自民 民主 公明 みん 維新

次代、改革

反対会派 共産

なお、両案について附帯決議を行った。

インターネット等を通じて国外から行われる

役務の提供に対する消費税課税の適正化のた

についめの措置に関する法律案（参第１号）

て参考人の出席を求めることを決定した。

○平成26年11月13日(木)（第６回）

政府参考人の出席を求めることを決定した。

参考人の出席を求めることを決定した。

金融機能の再生のための緊急措置に関する法

律第５条の規定に基づく破綻金融機関の処理

のために講じた措置の内容等に関する報告

（ＦＲＣ報告）に関する件について麻生内閣

府特命担当大臣から説明を聴いた後、同件、

年金基金の資産運用の委託に関する件、量

的・質的金融緩和の拡大に関する件、消費税

率引上げの判断に関する件、生命保険会社の

保険金不払に関する件、地方銀行の再編に関

する件、マネー・ローンダリング対策に関す

る件、機動的な財政政策に関する件、今年度

の消費税収の動向に関する件等について麻生

国務大臣、御法川財務副大臣、政府参考人、

参考人日本銀行総裁黒田東彦君及び同銀行理

事雨宮正佳君に対し質疑を行った。

・質疑（ＦＲＣ報告含む）

〔質疑者〕

大久保勉君（民主 、中西健治君（みん 、） ）

（ ）、 （ ）、藤巻健史君 維新 大門実紀史君 共産

中山恭子君（次代 、平野達男君（改革））

・質疑

〔質疑者〕

山本一太君（自民 、中山恭子君（次代 、） ）

風間直樹君（民主 、中西健治君（みん 、） ）

（ ）、 （ ）、藤巻健史君 維新 大門実紀史君 共産

平野達男君（改革 、西田実仁君（公明））

○平成26年11月18日(火)（第７回）

インターネット等を通じて国外から行われる

役務の提供に対する消費税課税の適正化のた

についめの措置に関する法律案（参第１号）

て次の参考人から意見を聴き、各参考人に対

し質疑を行った後、発議者参議院議員大久保

勉君及び同山田太郎君に対し質疑を行った。

・参考人に対する質疑

〔参考人〕

株式会社紀伊國屋書店代表取締役社長

井昌史君

ヤフー株式会社社長室コーポレート政策企

画本部長 古閑由佳君



アマゾン ジャパン株式会社渉外本部本部

長 渡辺弘美君

〔質疑者〕

大久保勉君（民主 、西田実仁君（公明 、） ）

中西健治君（みん 、藤巻健史君（維新 、） ）

（ ）、 （ ）、大門実紀史君 共産 中山恭子君 次代

平野達男君（改革）

・質疑

〔質疑者〕

礒 哲史君（民主 、中西健治君（みん 、） ）

大門実紀史君（共産）


